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〔北海道農業経済研究 第 14巻第 1号 2007.9〕

将来世代から見たリスク統治と農業経済研究

Iはじめに

空気• 水・食料の安全確保は、いつの世代にお

いても人間の持続可能な生存にとって最も基本的

な条件である。しかしながら今日、現在生きてい

る人びとが環境汚染と自然資源消費を通じて将来

世代の生存の基本的条件に一方的に危害を及ぼし

ている。この事実を真摯に受け止めると、社会科

学においても、自然科学においても、時間軸を考

慮して、現在世代を中心とする従来研究から、将

来世代の生存に配慮した世代間連関の新しい研究

へと如何に方向転換していくかが基本課題である

と言って良い。

このような問題意識の下で、本稿の目的は、農

学部における農業経済研究の現状を踏まえた上

で、産業国家時代の負の遺産とも言える環境や食

料のリスクに対する「ソーシアル・ガバナンス

(social governance)」注1) の論及を通して、将

来世代の農業経済学徒における学問的外部性を検

討することである。

注 1) 「ソーシアル・ガバナンス」は、地域社会の再生

のために、政府・企業・市民などの社会のアク

ターが連携して協力し、社会全体の創造性を高

めていくために期待されている社会システムで

＊帯広畜産大学

佐々木市夫＊

ある。神野・澤井 [5]によれば、ソーシアル・

ガバナンスとは「政府の失敗」を市場領域の拡

大によって克服しようとするのではなく、市民

社会を強化することによって克服しようという

戦略である。

nポスト産業主義的学問への転換と農
業経済研究

2004年日本学術会議の学問コード表によれば、

学問分野は二つの「部門」・ 7つの「部」に分類

されていた。この日本学術会議の二部門 7部制

は、 1948年以来の長年の学問体制であった。ニ

部門は、「人文・社会科学部門」と「自然科学部

門」である。人文・社会科学部門には、第 1部

（文学、哲学、社会学等）、第2部（法律学、政

治学）、第3部（経済学、経営学、商学）の三部

が属し、自然科学部門には、第4部（理学）、第

5部（工学）、第6部（農学）、第 7部（医学、歯

学、薬学）の四部が分類されている。農業経済研

究分野は、第6部（農学）の一つの専門分野に位

置づけられてきた。このような学問体制が、日本

の学部学科体制や学会構成、学位・称号を強く規

定してきたわけである。周知のように戦後、丸山

真男は大学における縦割り型のゆがんだ学問体制

を「学問の蛸壺化」と批判した。
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だが、日本学術会議は 2005年に、この二部門

7部制を見直す。見直しは、大学の教育研究単位

として定着していると思われる分野をそのまま残

すとともに、社会の新ニーズを反映した複合領域

や新領域を一分野として追加し、より大括りした

ものであった。

さて、 2005年の見直しによって、農業経済研

究分野はどう編成されたか。分野別委員会（常

置）の名称から農業経済研究の位置づけを示して

みよう。

新体制では、分野の大分類は、第一部（人文

科学系）、第二部（生命科学系）、第三部（理学・

工学系）の 3部から成っている。農学は、第二

部（生命科学系）に属して、中分類として「農学

基礎」と「生産農学」に分化した。この二つの分

野以外に、第二部（生命科学系）を構成してい

る中分類は、「基礎生物学」、「応用生物学」、「臨

床医学」、「基礎医学」、「健康•生活科学」、「薬

学」、「歯学」の 7分野である。そこで農業経済研

究分野は第二部（生命科学系）・「農学基礎」に

属する一つ小分類 (10分科会）として扱われて

いる。その小分類分科会の名称を挙げると、「農

学」、「育種」、「農芸化学」、「農業経済学」、「農業

生産環境工学」、「農業情報システム」、「地域総合

農学」、「食の安全」、「水問題」、「農業と環境」で

ある。

整理すると、農業経済研究分野は、医学系•生

物系を含む生命科学系に属し、そのなかで「農学

基礎」に再編成され、実に狭い一領域に位置づけ

られているのである。

ただ、これらの新体制への移行が大学の農学

部・学科構成に実際、どんな具体的影響を及ぼし

ていくかは、もう少し時間をかけて観察しなけれ

ばなるまい。最近、大学改革に伴う教育と研究の

組織分離・流動化や21世紀COEプログラムの導

入等の動きによって、批判されてきた「蛸壺的」

専門主義の学問体制は、全体として変化の可能性

を秘めている。今後、われわれはその変化にも注

意を払っていくべきであろう。

さて、二部門 7部制見直しの下でも、農学系唯

ーの社会科学である農業経済研究分野は、二重の

分断状況にあることに変わりはない。ひとつは、

人文科学部門からの分断である。哲学や倫理なき

社会科学（農業経済学）がそれである。もうひと

つは、経済学部からの分断である。それは生命・

自然科学（農学基礎）に組み入れられた社会科学

（農業経済学）である。

振り返って見ると、このような二重の分断状況

の中にあって、とくに冷戦体制が終焉した 1990

年代以降にあっては、農業経済研究の学問的特徴

は、できるだけ哲学・ 倫理を捨象し、できるだ

け自然科学とは没交渉・疎遠になり、ものごと

を現在世代からとらえる単一世代思考 (single

generation thought)への執着にあったといえ

る注2)

戦後から 1980年代前半にかけて、日本は、先

進国にもっぱら経済的意味で追いつけという

キャッチ・アップ政策の下、物質的貧困からの解

放を公的理念に掲げてきた。日本の最重要課題が

産業国家の建設とその発展にあった。高等教育機

関も公的理念である産業国家に相応しい人間の育

成にその資源を集中してきたのである。ただ、東

西冷戦体制を反映して、近代経済学とマルクス経

済学との対立図式が農業経済研究に影響を与えて

いた。この産業主義的学問状況は、所謂「近経」

と「マル経」の対立図式を卒みつつも、研究者を

共通の公的課題に巻き込んで研究活性化に貢献す

る。農業経済研究も、その学問状況を反映して物

質的生産力の増大による農村社会の貧困からの脱

出に重要研究テーマを収倣してきたのである。

だが、日本が欧米先進国と肩を並べる経済大国

となると、キャッチ・アップ政策は消えていく。

そして 1989年以降、ソ連・東欧の社会主義体制

が崩壊し、冷戦体制が終焉すると、その学問的緊
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張関係は急速に緩んできた。かかる状況変化とと

もに、物質的生産力の増大こそが農村社会の貧困

からの脱出、延いては社会の豊かな発展• 福祉を

もたらすという学問理念は、その公共的意味を次

第に喪失していく。

われわれは、産業主義的学問からポスト産業主

義的学問への転換過程にいると捉えられる。しか

しながら、農業経済研究の主たる流れは、ポスト

産業主義的学問に相応しい新しいビジョンと価値

の提起、可能性と実現性の探求に成功している、

とは残念ながらいえない。二重の分断状況に置か

れたまま、産業国家の建設•発展期における専門

至上主義の惰性を依然として色濃く残している。

多くは外部との応答を避けた閉鎖的学者世界の同

僚評価注3)による研究成果の量産に走るか、ある

いは国・政府と公認する制度思考と連動した研究

成果を広く流通させるか、二極方向に進んでいる

ように見える。いずれにせよ、農業経済研究の主

要展開は、将来世代への配慮と責任を探る方向か

ら離れ、閉ざされた単一世代思考に傾斜して来て

いるわけだ。

21世紀に入り、時代は、物質的貧困からの解

放こそが社会の豊かな発展• 福祉をもたらすとい

う「産業国家」から、経済的意味でも社会的意味

でも環境的意味でも持続可能な「共福社会 (well-

being society)」へと大きく変わりつつある、と

私は捉えている記）。しかしその移行において、

産業国家時代の負の遺産とも言える地球温暖化問

題や自然資源の枯渇問題、 BSE等の人畜共通感染

症に関わる健康リスク問題が一層深刻に顕在化し

てきた。研究者はこの深刻な公共問題にけっして

無関心ではいられない。だが、これらの公共問題

の解決法は、世代間連関に関わる合理的な制度設

計ゆえに容易ではないのである。われわれ人類

が、これまで遭遇して来なかった未知の自然科学

的・社会科学的アポリアといっても過言ではない

だろう。少なくともポスト産業主義社会の難問へ

の取り組みでは、農業経済研究には何よりも、将

来世代を含む世代間連関及び自然に誠意ある応答

性が求められる。農業経済学の研究部門がその地

平を切り開いて、実り豊かな農学部創造の推進力

になって欲しいと私は期待している。

そのように期待しているものの、繰り返すが、

ポスト産業主義的学問への対応に遅れが見えるこ

とである。研究の主要傾向はものごとを現在世

代・年齢層連鎖中心の単一世代思考で捉え、狭い

空間・短いスパーンで把握し過ぎることにあると

思う。単一世代思考で、狭い空間・短いスパーン

で捉えることは、確かに、研究成果の効率生産に

寄与する。しかしそれでは対応の遅れは回復出来

ない。内省すべきひとつは、単一世代思考から脱

却して過去世代と将来世代への責任を視野にいれ

ることである。考えるスパーンを 20年、 30年と

長くしなければならない。もうひとつは、産業国

家の建設•発展期に謳歌してきた物質的生産力増

強に替わって、ポスト産業主義的学問に相応しい

公共的な価値理念の形成だと考える。その鍵概念

は、持続可能な発展の概念論争の中で提起されて

いる共福社会ではないかと思う。

このような方向転換が妥当だとすれば、世代間

連関を考慮に入れて共福社会を目指す理念・方法

を探り、それに誠実に応答する農業経済研究が今

後極めて重要になっていくといえる。

本稿においては、この観点から、農学部にお

ける「横断媒介的農業経済研究」 (agricultural

economic study with co 11 abora ti ve and 

intermediate philosophy)が急務であることを

強調したい。

注2) 単一世代思考の特徴は、過去世代の体験・記録

を共有できるものとして継承も整理もせず、ま

た自己が将来世代へどのような影響を与えるか

という問いかけを無視・軽視する考え方にある。

極端にいえば、現在に生きる人々の世代エゴイ
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ズムにほかならない。

注3)同僚評価 (peerreview)は、学会誌への投稿論

文の掲載諾否を、当該所属学会委員による査読

で判定することを意味する。もっぱら学会誌掲

載論文数によって研究者の業績を判断する考え

方に傾注するのが、同僚評価による業績評価主

義である。

同僚評価による「科学的妥当性」概念と公共

的判断の関係については、藤垣 [2]を参照のこ

と。

注4) 「持続可能な発展」概念に関する多様な展開は、

森田• 川島 [8] に詳しく述べられている。ま

た、「持続可能な発展」概念が、「経済・社会・

環境の持続的発展可能性」に質的変化を遂げ、

その究極的な目的として「共福」を提示してき

ていることへの論及は、諸富 [9]で行われてい

る。

皿リスク社会と将来世代への責任

, • 不確かさと工学的リスクの意味

Beck [1]は、現代のリスクとそれを生み出さ

せる社会の仕組みの関連を追究した。また現代社

会の潜在的な危険は、高度な科学技術を取り入れ

た産業発展の論理の延長線上にある人工物と技術

と深く関わっているとも述べた。その人工物と技

術に関連する深刻な問題として、地球温暖化問題

や自然資源の枯渇問題、 BSE等の人畜共通感染症

に関わる食品安全性問題があげられる。

しかしながら、現代社会においてこの問題解決

は、繰り返すが、かなりの難問だと考える。難問

であるのは、潜在的な危険が科学技術と結びつい

て国を渡り•世代を超えて発現するため、多くの

因果関係は不確かで加害者（例えば、地球温暖化

の起因者である過去世代及び現在世代）と被害

者（地球温暖化による悪影響を被る将来世代及び

現在世代）が特定できないこと、また特定できて

も費用負担を請求できる加害者は現存していない

（過去世代）という事情が一つある。

二酸化炭素などの温室効果ガスの排出による悪

影響が言われているように、科学的証拠の起因者

特定では、不十分であるが、現在世代と過去世代

の行為全般が将来世代の生存と共福に一方的・外

部的にマイナスの外部効果を及ぼしていることは

確かである。また同時に一方的・外部的にマイナ

スの外部効果を受ける将来世代は現在存在してい

ないことも明白である。この場合、行為の責任主

体とその行為の帰結としてマイナスの外部効果を

受ける被害主体が同時並存する状況ではない。現

代の危険社会における「加害・被害主体の同時点

不在」は、被害者の価値観や選択を把握しように

も交渉しようにも、相手が居ないので、「加害・

被害主体の同時点並存」を前提にする功利主義的

な解決法は適用できない。では、どうすべきか。

この対応は、社会科学にとって大変重い意味を

もっていると主張したい。

もう一つの事情は、「加害・被害主体の同時並

存」の場合にもある。地球温暖化や自然資源の枯

渇問題、人畜共通感染症の発生への関与程度にお

いては国・地域・集団の間に大きな差異がある。

他方で、その進行や蔓延による悪影響程度は関与

程度と一致せず、これも国・地域・集団の間で

一様でない状況が見られる。このねじれ事情が、

国・地域・集団の間の利害対立を先鋭化する。

「加害・被害主体の同時並存」の場合、国際的に

なれば、先進国と途上国の間で議論が紛糾する例

は少なくない。京都議定書の合意事項を巡って、

温室効果ガスの最大の排出国である米国が、中国

やインドと競争上不利になるという理由で、一方

的に同議定書の枠組みから離脱したことは、われ

われの記憶にまだ新しい。

現在世代における利害対立の背景には、必要最

低限の生存基盤である地球環境（大気、海・川、

土地）と、生存の基礎的財（空気、水、食料）の
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状態及びその基礎的財の活用能力（知識、技術、

制度）に関する人びとの歴然とした不均等があ

る。

このような事情から、現代の危険社会の問題解

決は難問である。といって、農業経済研究者は手

をこまねいているわけにいかない。この種の問題

解決に資する基礎論に傾注する「書斎科学」派も

大事である。ともかく生産現場の声を汲み取る

「野外科学」派も必要である。いずれにしても、

自分の外部の権威や名声から自信を借用するので

はなく、自分の外部からの呼びかけに応答して思

考転換を図る姿勢が重要だといえよう。

さて、先ほど現代社会の潜在的な危険は科学自

身の作り出した技術と産業主義的営為に関連して

いると指摘した。科学と社会の接点領域において

危険が発生しているわけである。その接点領域の

危険の捉え方において、社会の人々と科学者の間

で実は異なる。社会は、多様な利害関係者を反映

して利害と責任の分配の社会的妥当性の視点から

危険の削減・回避に接近する。科学は、何がどこ

まで危険か安全かの科学的妥当性に基づいて対応

する。この双方の発諧・批判・再考の過程におい

て現実社会の危険というものの境界画定が行なわ

れるのである。

では現在、日本はどのように危険の境界画定を

しているのだろうか。われわれは永い間、科学研

究は常に真理を把握し提供するものであり、それ

に服従して受けいれれば社会の継続的改良が実現

すると信じてきた。しかし、量産されている科学

的成果の大群は「真理」のラベルを貼って提供さ

れるものの、それらの多くは暫定的であり、仮説

的であることを忘れてはならない。

このように限界があるので、現実社会の危険事

象には、まだまだ事柄の正確な意味やその要因が

あいまいな状態、科学的に説明不能な未知の部分

が広がっている状態、そして何が未知な部分なの

かさえ分からない状況など、さまざまな不確かさ

(incertitude)が存在するといっても不思議では

なし'o

科学技術社会論の専門家で、「科学の公共的理

解」 (publicunderstanding of science) の論

客として知られている Wynne[21]は、不確かさ

（危険）の概念を次の 7種類に分類している（図

1)。

図1 不確かさの7分類

注） Wynne [21]に基づき筆者が作成。

① リスク (risk)。これは、危害の内容と同時

にその発生確率も知られている危険である。

② 不確実性 (uncertainty)。これは、危害の内

容は知られているが、その発生確率は不明な

危険を指している。

③ 曖昧さ (ambiguity)。危険の発生において事

柄の正確な意味、それゆえ危害において何が

主要な要素なのか依然として曖昧な危険であ

る。

④ 無知 (ignorance)。何がわからないかにつ

いてもわからない (unknownunknowns) もの

で、それゆえ危害の内容も発生確率も不明な

危険がこれである。

⑤ 非決定性 (indeterminacy)。そもそもどんな

問題の危険なのか、どんな条件が関係してい

るかが不明で、危険評価の問題の立て方が定

まっていない危険である。

⑥ 複雑性 (complexity)。現象の振る舞いが定

まらず、多様で、しばしば非線形な過程をた
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どるので確かなデータからの推定が常に疑わ

しい危険である。

⑦ 不一致 (disagreement)。これは問題の立て

方や観察方法、解釈が拡散している状態の危

険をいう。

Wynneの不確かさ概念の 7つ種類について、さ

らに大きく 2区分してみよう。第一は、確率の知

識及び危険内容の知識の二次元空間における不確

かさ、第二は、その 2次元空間には位置付けられ

ず、リスク評価におけるそもそもの問題の立て方

が多様になることから生ずる不確かさである。

第一の二次元空間においては、一に、確率の知

識も危険内容の知識も比較的正確に推定される

「リスク」（以下、「工学的リスク」と呼ぶ）、ニ

に、確率基盤では弱い知識だが危険内容は定義づ

けられている「不確実性」、これとは逆に確率は

比較的正確だが危険内容は定義づけられていない

「曖昧さ」、三に、「工学的リスク」とは対極で、

確率の知識も危険内容の知識もまったくわからな

い「無知」である。全部で四つの不確かさにな

る。

第二の空間には、残りの「非決定性」や「不一

致」、「複雑性」の三つが含まれる。これら三つの

不確かさ概念には、そもそもの問題の立て方をめ

ぐる不透明さが共通している。したがって、どん

な次元の下に位置けられるか不明なのである。

このように、 Wynneの不確かさ概念には、一方

に、確率の知識及び危険内容の知識の二次元空間

における不確かさがあり、他方に、問題の立て方

が多様になることから生ずる不確かさがあるとい

える。この複雑な不確かさ概念の背景に何がある

のだろうか。二つの素朴な疑問を発して考えてみ

たVヽ。

ーに、そもそもなぜ、不確かさはこのように多

様に概念化されなければならないのだろうか。一

筋縄でいかない理由の一つは、不確かさ（危険）

の発生プロセスは人間の行為から独立した自然プ

ロセスではないからだと考える。とくに科学自身

と経済・政治の副作用を通じて、不確かさ（危

険）が新たに生成したり、加工されたり、消滅あ

るいは極大化されたりする現代社会特有の危険発

生構造があげられる。もう一つの理由は、環境や

健康の科学技術にともなうリスクヘの規制措置は

様々な人びとの利害と責任の配分に密接に関与し

ているからだと考えられる。すなわち表面上、現

在世代のわれわれが「何をリスクと考えるか」の

議論は、実は水面下でわれわれが「誰に利害と責

任を分配すべきか」の倫理・政治的判断と不可分

につながっているからである。

一筋縄でいかない例を出して見よう。日本の

食品安全政策はBSE以後、 1980年代に登場して

きた「リスク解析」 (RiskAnalysis) を採用し

た注5)。周知のように、リスク解析のなかでリス

ク回避政策・措置を意思決定するのはリスク管理

である。そこで大事なことは、有害な影響物質

（例えば、肉骨粉）の規制に先んじて、「どこまで

が安全でどこからが危険であるか」のリスク評価

の境界画定作業である。だが、その境界画定は利

害関係者にとっては死活的な意味を持つ場合もあ

りうる。多少なりとも不確実性があるとき、この

規制によって多額の損失を受ける怖れのある利害

関係者は、不確実性を盾に規制を拒否したり、確

実な科学的証拠を提出せよと迫ったりする。安全

か危険かの境界画定の様々な高さと厳密性をめ

ぐっての科学的争いのように見えて、実際、社会

経済的利害対立を映し出しているのである。

ニに、多様な問題の立て方・不確かさがあるに

もかかわらず、現行のリスク解析において、確率

の知識も危険内容の知識も比較的正確に推定され

る「工学的リスク」が評価対象になる傾向が強

い。なぜか。この工学的リスク概念が国や地域の

個別事情に配慮することなく、統一した方法論や

基準で扱う科学的方法にもっとも適応するから
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である。なぜこのような科学方法論が選択される

か。リスク解析には、普遍性重視の科学観が根底

にあると推測されよう。

そこで排除される国や地域の個別事情とは、経

済的・社会的次元の諸要素であることは容易に想

像できる。不確かさ概念の範囲を「工学的リス

ク」に限定すれば、リスク評価がより効率的にで

きるメリットは確かにあるといえよう。だが、先

に述べたように、危険の境界画定は人びとの利害

と責任に不可分であることを考えれば、とくに農

業経済研究学徒はリスク評価の効率性によって見

失われた社会的影響についてもっと注視しなけれ

ばならないと思う。リスク解析における経済的・

社会的次元の排除それ自体に、政治的配慮が見え

隠れするが、その政治的配慮とは一見無関係なこ

ととして、リスク評価の科学的判断のなかで「エ

学的リスク」が選択されているのである。

2. 将来世代のリスクに対する責任ある国内統治

科学史家の村上 [10]は、「安全という価値は、

決して「絶対的」に定まるものではなく、視点

と立場が異なれば、同じ安全価値の中での選択

肢の間のコンフリクト、あるいはトレードオフ

の存在が不可欠となる」といっている。安全価

値の視角における唯一性ではなく、その複数性

(plurality)が強調された。安全価値を時間軸で

考えれば、過去世代・現在世代・将来世代の間に

おける複数性・対立と表現できよう。安全価値を

空間軸で考えれば、現在世代における国・地域・

集団の間における複数性・対立と観念できる。

さて、国内レベルにおいて価値の複数性を容

認したうえで、危険に対して責任あるリスク統

治は如何にして可能であろうか。ここで「責任

(responsibility) ある」と「統治」という言葉

を使っている。いうまでもなく、現在生きている

人びとは多数の過去・現在の人びとの世話が無け

れば存在していない。「責任ある」とは、今の自

己の生成• 発展に対して応答して (torespond) 

くれた多くの人びとがいて、今の自己が存在して

いるのだから、将来の世代に対しても応答せざる

をえないと構える規範である。

日本のBSE以後における食品安全政策のよう

に、 1980年代以来、自然環境や健康に及ぼす悪

影響を分析しそれを的確に管理・削減する国内

措置は、「リスク解析」を基本モデルにしてき

た。だが、 1990年代に入ると、後に再度述べる

が、リスク解析体制の考えは変化する。替わっ

て、全米研究評議会報告書を中心に「リスク統

治」 (riskgovernance)概念が新たに登場して

くる注6)。リスクを的確に管理・削減する国内措

置は、「政府・官僚」あるいは「政府・官僚と

権威ある科学者」の活動だけで行なうことから、

NPO/NGOや利害関係者、市民などの広い担い手

(actors) を含めての民主的討議というソーシア

ル・ガバナンスの発想が現われてきたのである。

このようにリスク統治は手続きとして民主的統

治を重視するのだが、他方でリスクの回避• 削減

措置の内容に関してはどこに特徴があるのだろう

か。責任あるリスク統治をする場合、まず第 1に

重要な要素は、そもそも何をリスク評価の対象

にするかという「リスク・フレーミング (risk

framing)問題」である注7)。このリスク・フレー

ミング問題は、「誰に利害と責任を分配するか」

の社会的・政治的な公正と深く関わっており、リ

スク統治の始点に位置づけられる。にもかかわら

ず、「リスク解析」のリスク評価では、リスク・

フレーミング問題を素通りし、そして将来世代へ

の配慮や現在世代における社会・政治次元の認識

を覆い隠してしまい勝ちである。

日本の食品安全委員会におけるリスク・フレー

ミング選択はどんな実態であろうか。周知のよう

に、 2001年のBSE発生を受けて、日本の畜産衛

生政策はあわてて科学的判断を重視するリスク解

析体制の導入を図った。リスク評価の科学的プロ
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セスを担当する食品安全委員会、リスクの削減・

回避対策の政治プロセスのリスク管理を担当する

農林水産省と厚生労働省、リスク評価やリスク管

理の関係者間情報プロセスのリスク・コミュニ

ケーション、という 3組織・機能連携の食品安全

制度が、リスク解析体制である。

この食品安全委員会の下に専門調査会が設置さ

れている。私が注目したいのは、「プリオン専門

調査会」である。 2006年4月、「我が国における

牛海綿状脳症 (BSE)対策の見直し」をめぐる紛

糾が社会の関心を呼んだ。それでこの専門調査会

の存在について記憶している方も多いと思う。約

半数の「プリオン専門調査会」委員の辞任にとも

なう委員交代劇が報じられた。辞任委員による

と、「諮問書」への答申が結果的に、米国産牛肉

の輸入再開に都合の良いものにつながったからだ

という説明であった。

ただ、ここで私の関心は、リスク評価プロセス

を担当するプリオン専門調査会におけるリスク・

フレーミング選択である。プリオン専門調査会に

おいて如何なるリスク評価をするかの課題設定

は、実は「諮問書」という形で外部の両省から提

出されている。

だが、その諮問書がどのように議論を経て策定

されたかの経緯はまった＜公開されていないのが

実態である。リスク・フレーミング選択は、非公

開の政府・官庁の判断であり、民主的な討議を基

にした公共的判断とは決していえない。前述のよ

うに、リスク統治において、リスク・フレーミン

グ選択はリスク評価の始点になり、極めて重要な

作業に他ならない。その選択は政府単独判断では

なく、公共的判断を基に妥当性を確保しようとい

うのがリスク統治の特徴なのである。

プリオン専門調査会を振り返ると、リスク・フ

レーミングの選択は行政の単独判断である。面倒

な公共的判断を導入しないにもかかわらず、委員

交代劇はその後のリスク評価・リスク管理は、不

安定的な運用の印象を与えている。不安定な運用

は、リスク解析モデル内部における「二つの分化

モデル」の慈藤を反映しているのではないか、と

推測される。二つの分化モデルについて、筆者は

「官僚主導型専門家モデル」と「科学者主導型専

門家モデル」と名づけた。

「科学者主導型専門家モデル」とは、専門家は

科学への政治的介入に強い懸念を顕し、同時にリ

スク管理においては権威ある専門家の判断した客

観性や正確さを最優先すべきとの考えが反映され

るリスク解析分化モデルである。他方「官僚主導

型専門家モデル」とは、政府官僚は、科学への自

らの恣意的介入を禁欲しつつ、同時にリスク評価

における専門家判断がリスク管理に一方的に当て

はめられることを回避する考えが強く反映される

リスク解析分化モデルということができる。

いずれの分化モデルにしても、リスク解析体制

ゆえの限界をもっている。そこでは価値の社会

的・政治的な多義性の中で、しかも科学的根拠に

不確実性が存在するグレーゾーンの意思決定に不

可欠な公共性が軽視されている。そこに大きな欠

陥が潜んでいるからである。リスク統治への転換

は、その欠陥是正のために必要になった。

次に、責任あるリスク統治をする場合、第

2に重要な要素は、予防原則 (precautionary

principle) といわれる制度である注8)。リスク統

治において科学的な不確かさにもかかわらず、一

定の期間内で対策を意思決定しなければならない

緊急事態が想定される。リスク・フレーミング選

択を経て、リスク評価での科学的な判断結果が出

るまでその回避• 削減措置を、長期間延ばしてい

たのでは、将来世代により大きな被害を与えかね

ないからである。これに密接に関係するリスクの

回避• 削減措置が予防原則といわれてきた。

予防原則とは、将来に発生するかもしれない健

康被害の大きさや因果関係を裏付ける科学的証拠

が現時点で不十分であっても、その被害を予防
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するための暫定的な措置を、現時点で講じてもよ

い、という行動原則である。たとえば、地球温暖

化、遺伝子組み換え食物の生態系への影響などの

ように、科学的に確実な結果がでるまでまってい

ては、結果的に対策が後手に回り、将来世代の自

然環境や健康に対して取り返しのつかない被害を

与えてしまう可能性である。予防原則それを未然

に防ぐという制度に他ならない。したがって、予

防原則はリスク統治の重要な政策手段として位置

づけられてきた。

最後に、第 3に重要な要素は、予防原則を含め

たリスク統治において、現在世代の一方的な選択

が将来世代の享受する共福に関わるゆえに、その

選択が何らかの合理的な基準に準拠していること

の説明責任 (accountabi1 i ty)である。 リスク統

治の説明責任では、人びとには説明責任を請求す

る権利があり、リスク統治の当事者はそれに応答

して説明する義務があり、またその説明が妥当で

あったかどうか判定する監査の三次元関係が機能

しなければならないだろう。

リスク解析からリスク統治への転換はリスク問

題解決に対する科学方法論の変更に繋がっている

点にも注目したい。リスク問題解決の科学方法論

に関して、 Weinberg[19]が「工学的解決方法」

と対比した「領域横断科学 (trans-science)的

解決方法」と呼ぶ方法論を提起する。

工学的解決方法とは、リスク問題には唯一の合

理的な解が存在し、問題の解決とは何らかの方法

でその唯一解を見出すことを特徴にしている。

これに対して領域横断科学的解決方法とは、安

全の価値と責任をめぐる当面の衝突を了解し、

「できるだけ非合理な解決を回避する」ことを

重視する考え方である。一方、唯一の合理的解

を前提とし、他方、非合理な解決の可及的回避

を前提とする。双方の対極関係は明らかであろ

う。村上 [10]はこの解決方法を英語で、《less

conflicting solutions, LCS》と表現し、わざわ

ざsolutionsとsolutionにsをつけて表示した。

ただ、非合理な解決の可及的回避制度にはいかな

る基準が望ましいか。 Weinberg[19]はそこまで

論及していない。

地球温暖化問題や食品の安全問題の解決にかか

わって、既存のリスク解析に代って将来世代の共

福を考慮したリスク統治の理論• 実践研究が農業

経済研究に求められていると思う。

3 将来世代のリスクに対する責任ある国際統治

国際レベルにおいて、科学的な不確実性と価値

の複数性を容認したうえで、危険に対して責任あ

る対策・措置は如何に実行されているだろうか。

政府間交渉によるリスク解析体制が依然として主

流を成している。これが答えである。 NPO/NGOな

どのアクターを含めた公共世界の形成による領域

横断科学的解決方向はまだ定着していない。しか

も、リスク解析におけるリスク評価には厳格なる

科学的根拠が求められる。ここではWTO協定にお

けるリスクをめぐる国際的な科学紛争と解決実態

について検証してみよう。

例として、 WTO協定の一つである「衛生植

物検疫措置の適用に関する協定」 (SPS協定

Agreement on Sanitary and Phytosani tary 

Measures) が、 EUホルモン牛肉輸入制限の紛争

について、どのように処理したか、取り上げてみ

たい注9)。

この SPS協定には、食品の安全、検疫、表示及

び動植物保健（たとえば、検疫、侵入種対策）に

関する WTOの諸規則が定められている。 WTO体制

は、食品基準の国際的調和（ハーモナイゼーショ

ン）を要求するだけでなく、国際的調和に必要な

確固とした国際基準を設定してきた。周知のよう

に、 WTO体制はその前身の GATT体制と違い、国

際法としての法的拘束力が付与されている。法

的拘束力の下、我が国をはじめとする加盟国は、

SPS協定のいう国際基準、指針、勧告において自
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国の食品リスクの回避• 削減措置を設定・変更し

ていくのである。

さて、 Codex食品規格委員会という国連機関

(FAO及びWHOの合同食品規格委員会）が食品安

全基準の国際基準を定めた。 Codex食品規格委員

会は「消費者の健康の保護」と「公正な食品取引

の保証」を主目的に掲げる国連機関である。その

国際基準作成の目的は、自国で独自に食品安全基

準を定められなかった発展途上の国々に代わっ

て、一種のガイドラインを定めることであった。

それで、国連機関は、当然のこととして Codex食

品規格委員会基準を「最低限度の基準」と解釈し

てきた。

しかし、その Codex食品規格委員会の定めた国

際基準が WTO-SPS協定に採用されると、その基準

よりも厳しい基準は貿易障壁だと解釈され、 WTO

違反措置となる可能性が高いのである。 WTO違反

とならないためには、訂o紛争処理機関 (DSB)

がSPS協定 5条のリスク評価要件を充たしている

という裁定を下さなければならない。だが実際、

リスク評価の厳格な科学作業は加盟国、とくに途

上国にとって容易でない。最低限度の基準と解釈

されてきた Codex食品規格委員会基準を引き上げ

ようという加盟国独自の食品安全政策は、もっぱ

ら自由貿易促進を図る町0の高い障壁に直面す

る。国連機関解釈の「最低限度の基準」はWTOに

採用されると、実質的に「最高限度の基準」の意

味を持ってしまったといっても過言ではない。以

下、食品リスクに対する回避• 削減の国際措置の

現状を見ておく。

EUは、獣医学措置独立科学委員会の研究成果

に基づいて、アメリカで投与を許可されている 6

種の牛成長ホルモンについて一層完全な科学的情

報が得られるまでの暫定禁止措置を定めた。この

措置に 1996年 1月、アメリカはWTOに異議を申

し立てる。そこでWTO紛争処理機関 (DSB) の裁

定は、 1998年 2月 13日、ホルモン牛肉の輸入を

禁止する EU措置が適切な科学的リスク評価に基

づく規制政策ものではなく、それを支持する科学

的証拠は不十分だと結論付け、アメリカとカナダ

が輸入禁止に対抗する制裁措置をとることを認め

た。これに基づき、 EU諸国製品に 100%の制裁関

税が課せられたのである。

この町0裁定における一つの論点は、加盟国の

新たな食品安全措置（成長ホルモン牛肉規制）が

町0違反かどうかの判断であった。判断は、 SPS

協定の第5条のリスク評価・リスク管理の要件を

充足しているかどうかに関係する。そのリスク評

価要件には、「手続的要件」と「実体的要件」の

二つがある。パネル及び上訴機関のリスク評価要

件に関する判断は以下の通りであった。

第 1に「手続的要件」については、この証拠を

EUは提出していないので、 5条違反に相当する。

第2に「実体的要件」については、 EUは、成

長ホルモンの一般的可能性（発癌性や遺伝子異常

の可能性）を指摘する研究成果を提示して、一切

の水準のホルモン残留も人の健康に安全ではな

い、と報告した。だが、この EU報告は、成長ホ

ルモンを利用した人の健康に認知可能な危険をも

たらす証拠を示していない。だから EUの措置は、

5条違反となる、と結論付けた。

加えて、成長ホルモン牛肉規制政策がリスク管

理の妥当性要件を充足しているかどうかについて

町0裁定はどうだったか。 WTO/SPS協定は、まず

リスク評価が科学的評価であるのに対して、リス

ク管理は社会的価値判断を伴う加盟国措置である

と確認する。つぎに、リスク評価が科学的に裏付

けられた場合のみ、社会的価値判断に基づいて加

盟国の新たな食品安全政策はWTOで許容される、

と裁定した。したがって EUの牛肉輸入制限措置

は、リスク評価において SPS協定違反なのでリス

ク管理の妥当性については判断する必要はない、

という結論が下されたのである。

もう一つの論点は、 WTO/SPS協定と予防原則の
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位置関係であった。 EU側は、予防原則は慣習国

際法のルールとしてすでに成立していると考え

て、この SPS協定の 5条の「実体的要件」は、そ

もそも慣習国際法と対立していると主張した。だ

が、訂0の紛争処理機関はこの論点に関し正面か

ら判断する明確な態度をとらなかったのである。

現行の食品リスクの国際統治はWTO/SPS協定の

加盟国政府だけをアクターとするリスク解析体制

となっている。現行体制が継続する限り、より厳

しい食品安全措置の導入を図る町0加盟国、先進

国にとっても途上国にとっても、リスク評価での

厳密な科学的根拠が最大の壁となるのである。

それでは健康に関わるリスクの回避• 削減措置

にとって、「厳密な科学的根拠」とは一体何なの

か。それは「社会と科学」、「社会科学と自然科

学」の関係を根底的に問う問題に他ならない。農

学部の中の農業経済研究にとって、これからのリ

スクの回避• 削減措置のあり方は「地の利」を得

た研究課題だといっていいだろう。

注 5)1983年の全米研究評議会 (NationalResearch 

Council ;NRC) の報告書『連邦政府におけるリ

スク評価』がリスク解析モデルの原型となって

きた。詳しくは、平川 [4]を参照のこと。

注 6) リスク解析からリスクガバナンスヘの変化は、

1996年全米研究評議会報告書『リスクを理解す

る』や 1997年『リスク評価およびリスク管理に

関する米国大統領／議会諮問委員会報告書』が

契機になったといわれている。これも詳しくは、

平川 [4]を参照のこと。

注 7)佐藤 [16]によれば、「フレーミング（枠の付け

方）」は複雑な状況の下で何を中心的な問題とし

て位置付け、不確実性に一定の秩序を与えて、

視野が及ぶ境界線を規定するものである。この

フレーミングの基本パターンには、「時間と方向

のフレーミング」、「スケールのフレーミング」、

「解決手段のフレーミング」、「原因のフレーミン

グ」の 4つがあると述べている。

注8) 予防原則の理念と定義、各国の適用事例等につ

いては大竹• 東 [11] を参照。欧州では早い時

期から予防原則の重要性が認識され政策に反映

されてきた。だが、日本ではまだ予防原則導入

の動きはほとんどないと指摘している。

注9)WTO衛生植物検疫措置協定における紛争処理につ

いては、松下ら [7]のXXIIを参照。ここに、

ECホルモン牛肉輸入制限に関するパネル委員会

報告と上級委員会報告の要旨・解説が述べられ

ている。

W 始動する横断媒介的な農学研究

, • 共福社会とサスティナビリティ・サイエンス

の登場

農業経済研究は産業主義的学問からポスト産業

主義的学問への転換過程におかれている。それに

もかかわらず、ポスト産業主義的学問に相応しい

新しいビジョンと価値を提起し、可能性と実現性

の探求する途を完全に切り開いていないと述べ

た。では、ポスト産業主義的学問に相応しい農業

経済研究の形成に如何に着手するか。その方向を

示唆するものを探っていく。

産業社会において謳歌してきた物質的生産力に

変わって、それを越えていく公共的な価値理念・

実践の模索が必要であり、持続可能な発展の概念

論争の中で提起されている共福社会の確認と「サ

スティナビリティ・サイエンス」の実践がその対

象になるのではないかと再度提起したいのであ

る。

1990年代以降、東西冷戦体制の終焉ととも

に、地球の環境保全と経済発展の関係をどうする

かに対する人々の関心は世界的な広がりを見せ

た。この世界的な共通の関心に応える概念として

提起されたのが「持続可能な発展 (sustainable

development)」である。「環境と開発に関する世
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界委員会」（委員長の名前をとって、通称ブルン

トラント委員会）の報告書 [20]は、「持続可能

な発展」を次のように定義した。「持続可能な発

展とは、将来世代が自らの必要性を満たす能力を

損なうことなく、現在世代の必要性を満たすよう

な発展」である。ブルントラント委員会報告書の

「持続可能な発展」概念は、環境保全を将来世代

と現在世代の「世代間公平性」に結び付けて論及

している点が、特徴である。

ただ、この概念規定はあまりのも一般的で、具

体性にかけているため、経済研究や政策、実践の

面からさまざまの議論を呼ぶことになった注 10)。

そのなかで注目したい一つは、当初、環境と経済

のバランスに焦点が当てられていたのが、その

後「環境と社会一生活の質や市民の充足等一」と

いう新たなバランス次元が追加されて来たことで

ある。「持続可能な発展」はEUを中心として「経

済・社会・環境の持続的発展可能性」から捉えら

れてきている注11)。もう一つは、「持続可能な発

展」の究極の目的は何かについても議論されて来

たことある。「善き生」や「共福 (well-being)」、

「自己実現」などの非物質的価値が取り上げられ

てきた。

第 12回アジア畜産学会 (2006年9月 18日～

22日、韓国・釜山開催）に参加・報告 [14]の

機会が筆者に与えられた。その大会テーマが、

「Challengesof Animal Industry for Well-

being of Mankind」と、畜産が「Well-beingof 

Mankind」に向けて跳躍する、と宣言していた。

畜産学部に身を置く者として、「Well-beingof 

Mankind」の言葉に、ある種の仲間意識を体感し

た。と同時に、「共福 (well-being)」が公共理念

として、徐々に国際的に普及していく可能性を示

すものだと推測したのである。

さて、「経済・社会・環境の持続的発展可能性」

に関する研究課題の解明については、蛸壺化して

いる個別専門分野だけの対応では到底無理なのは

言うまでもない。理学、工学、農学、経済学等の

広範な学問分野にまたがる横断媒介的対応が不可

欠である。この横断媒介的な学問領域が「サス

ティナビリティ・サイエンス」といわれている。

最近、主要な大学間連携の形で、サスティナビリ

ティ・サイエンスの研究プロジェクトが動き出し

てきた。

地球温暖化問題や自然資源の枯渇問題とその対

策は、持続可能な食糧生産のあり方と密接に関連

する。だから、農学部はサスティナビリティ・サ

イエンスの中核を占めることが期待されてきた。

そのなかで、農業経済研究分野には、個別とし

てサスティナブルな農学系技術選択・評価、制度

設計、全体として農学諸分野の理論構築・学説整

理批判・政策提案等における横断媒介的な研究の

リーダーシップ、などが期待される。

横断媒介的研究とは、何か。新しい用語だが、

それは、農学の水や土壌、作物に関する自然科学

分野に対して農業経済分野が一方的にそれらに吸

収されたり、あるいは自己中心にそれらを戦略的

に利用したりする関係ではない。農学の各自然科

学に、「どのように問題を立てているか」、「何が

残された課題となっているか」と、まずは対話・

交流から始めることを前提とする。その上で、農

学部全体で、共福や人間安全保障などの公共的理

念の共有基盤を築くことになる。そして、常に研

究の協働と相互発展を再確認していくことが横断

媒介的研究にとって極めて重要であると考える。

2 参加型媒介知生産と農学系サイエンスショッ

プ

平成 17年度から科学研究費補助金の交付を受

けて、われわれは「食品リスク解析の公共的な意

思決定に資する農学系サイエンスショップの研

究」（研究代表者佐々木市夫）を進めている。

この研究の目的は、健康、環境等の公共問題に関

連して、非専門家であるクライアント（市民）の
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懸念に対する大学の「知的貢献センター」とでも

いうべき、農学系サイエンスショップ (science

shop)の制度設計である。日本の農学系大学では

初めての研究試行といっていいだろう。

1970年代にオランダを起源として欧州に広

がったサイエンスショップは、市民が日常の生活

の中で個人的にあるいは集団的に懸念し、あるい

は関心を抱く様々な問題を大学に持ち込み、専門

家に相談する制度である。サイエンスショップ

は、問題に応じた適切な専門家を選定し、市民と

専門家の双方の協議によって研究計画を策定し、

学生を中心として研究を実施し、その研究成果を

社会に広く公表・還元することを目的にしてい

る。

市民が具体的現実的な状況の中で体得・蓄

積した一人ひとりの知識は「現場知」 (local

knowledge)である。現場知はその性格上、個別

的で多種多様なものにならざるを得ない。サイエ

ンスショップは、その現場知を大学の制度化され

た専門知識と媒介させることによって、市民の生

活の質的な高揚をはかり、同時に制度化された専

門知識をその方向に向けて改革していくことを目

指している。さらに、学生にとっては単位と実地

訓練 (onthe job training)の機会が得られる

ことになる。

このため、サイエンスショップは、市民参加

型「媒介知」 (intermediateknowledge) の生産

と同時に、参加学生の教育効果にも貢献する。こ

のような大学と市民社会の連携は「社学連携」と

呼ばれ、昨今の産学官連携とはまったく異なる大

学の新たな知の創造に他ならない。 EUでは、サ

イエンスショップと名づけられ、北アメリカでは

コミュニティ・ベースト・リサ チ（- community 

based research; CBR) と呼ばれて実践されてい

る。

サイエンスショップにおける媒介知生産は、科

学者集団や科学者と企業等の連携の受委託型プロ

ジェクトではなく、大学の研究者・学生及び一般

市民による参加型プロジェクトによって行なわ

れる（図 2)。注意したいのは、市民参加型プロ

ジェクトには、受委託型プロジェクトとは異なる

知的作業が加わることである。受委託型プロジェ

クトの場合、研究委託者の課題は明確であり、研

究受託者もその点で悩むことはほとんど無い。だ

が、市民参加型プロジェクトには、研究依頼側の

市民における懸念• 関心の段階では、研究を引き

受ける大学側にとって研究課題の輪郭が定まら

ず、それを具体的研究課題に翻訳•橋渡しする作

業から始めなければならないことがしばしば発生

する。サイエンスショップの担当者（「社会と科

学のコーディネータ」）は、難しいことだが自己

の予断を排して市民の懸念•関心をよく聴いて、

専門家に受け入れられる問題をフレーミングする

重要な翻訳•橋渡し機能を担うのである。日本の

大学において、このような「聴く力」や問題設定

力は重要であるにもかかわらず、そのための人材

養成はほとんど行われてこなかった。この意味で

も、サイエンスショップの設計・実践の意義は小

さくない。現在、デンマーク工科大学、オラン

ダ・ワーゲニンゲン大学、カナダ・トレント大学

等と情報交換しながら研究を進めているところで

ある。

図2 三つの知識生産・流通形態とサイエンスショップ

この農学系サイエンスショップの研究プロジェ

クトにおけるユニークな点は、超域的な研究組織

を編成して異分野の横断媒介関係の促進を図って

-13 -



いることある。研究組織における専門分野を列挙

すると、私の農業経済学の他に、食肉衛生学、植

物遺伝・育種学、社会心理学、環境昆虫学、栄養

化学、環境微生物学および環境土壌学からこの組

織は成り立っている。

この研究の副産物として、我が国の農業改良普

及制度の見直しに関連する欧州の動向を知ること

ができた。社会には、 3つの知識生産・流通形態、

すなわち「公認知」 (governmentalauthorized 

knowledge)の生産・移転、「循環型現場知生産」

および「参加型媒介知生産」がある。我が国の農

業改良普及制度では、どんな知識内容を農業生産

者に提供するかはともかく、「公認知の移転・拡

大」が基本に進められてきた。しかし、欧州の農

業技術普及では公認知の移転から参加型媒介知生

産への移行に関心が寄せられている。そのなか

で、農業の新知識生産における大学の役割が再検

討されていた。研究成果の公表をもって公共性が

担保されるとすれば、農学系サイエンスショップ

の活用も、農業改良普及制度の改革に貢献できる

と考えられる。

注10) 「持続可能な発展」概念についての研究動向、そ

の計測論については、森田・川島 [8]が詳しく

論及している。

注11)諸富 [9]は、「持続可能な発展」概念が、世代

公平性の視点から、「経済と環境のバランスから

「経済と社会と環境」のバランスに変化し、その

目的が高次化してきたことをていねいに論述し

ている。

V おわりに

ポスト産業主義的学問において、社会科学にお

いても、自然科学においても、時間軸を考慮し

て、単一現在世代・年齢層間連鎖を中心とする従

来研究から、われわれが影響を与えている将来世

代の生存に配慮した世代間連関の新研究への方向

転換が基本課題である。本稿は、その基本課題を

念頭に置き農学部における農業経済研究の現状を

踏まえ、産業国家時代の負の遺産とも言える環境

や食料のリスクに対する「ソーシアル・ガバナン

ス (socialgovernance)」の論及を通して、将来

世代の農業経済学徒における学問的外部性につい

て検討することを目的にした。

冒頭、多くの農業経済研究は、ポスト産業主義

的学問への転換期にいるにもかかわらず、物質的

生産力の向上に替わる公共的課題をそれほど自覚

しないまま、単一世代思考と専門至上主義の傾向

を呈していると述べた。ポスト産業主義に向けた

農業経済研究には、単一世代思考の専門至上主義

を脱出して、将来世代と自然を含む他者に応答す

る学問への再建が求められることを指摘した。

産業国家時代の負の遺産とも言える環境や食料

のリスクの回避• 削減措置において、日本の食品

安全政策やWTO協定の基盤は、まだリスク解析モ

デルである。リスク統治の観点からすると、現行

リスク解析体制はいくつもの限界を持っている。

その限界を理論的にも実践的にもどのように変革

していくか。当面、この問題解決が農業経済学の

新たな研究領域になると推測した。また、この領

域の研究には、農学部における各専門分野の専門

知を如何に協働創生していくかが課題になること

を明らかにした。

実際、サスティナビリティ・サイエンスやサイ

エンスショップに見られるように、新領域におけ

る研究が農学部のなかで始動している。農業経済

研究は、そのような横断媒介的研究においてリー

ダーシップを発揮していく大きな可能性を秘めて

いる。

横断媒介的研究のリーダーシップにおいては、

個別科学分野を断片的につなぎ合わせるのではな゜

く、将来世代に配慮した公共世界の全体像を提起

しつつ個別分野との対話推進が求められる。万が
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ー、われわれ農業経済研究学徒が、自己の私的便

益•欲求の充足だけにしがみつくのであれば、短

時間に横断媒介的関係は消滅してしまうに違いな

vヽ
゜
1998年ノーベル経済学賞を受けた Sen[17] 

は、新古典派経済学の大前提である「ホモ・エ

コノミックス」を「合理的な愚か者 (Rational

Fools)」と批判し、他者の境遇や声を誠実に聴い

て行動する人間像を提示した。横断媒介的な農業

経済研究において、このセンの経済思想の再吟味

が研究基盤になるだろう。
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